
08年3月期のデータで比較しました。
（記載なき単位は億円）

ＯＫＩ ローム
①ため込み利益 659 7983
②従業員数 17，140人 26，039人

①÷② 384万円 3066万円
総資産 5708 8710

自己資本 946 7555
自己資本比率 16.60% 86.70%
配当金総額 0 273

★ため込み利益（内部留保金）は
　資本・利益剰余金＋退職給与引当金
★従業員数は買収後の人数を仮定した。
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ＯＫＩセミコンダクタ （特定子会社）人減らし必要なし
一人当あたりの人件費が１２００万円・年間として×６００人分＝７２億円。 ため込み利益の１％の取り崩しでＯＫの金額です。

退
職
強
要
は
違
法

「
派
遣
」「
パ
ー
ト
」「
管
理
職
」な
ど
も
含
め
、

自
発
的
退
職
と
は
な
っ
て
い
な
い
。

突
然
の
提
案
で
説
明
、
協
議
、
納

得
を
得
る
手
順
を
踏
ん
で
い
な
い
。

◎
ロ
ー
ム
と
重
複
す
る
物
流
、
総
務
な
ど
を
含

む
将
来
の
方
針
説
明
な
し
で
「
人
員
削
減
あ

り
き
」
は
許
さ
れ
な
い
。

人
員
整
理
の
必
要
性
が

な
い
。
本
当
に
、
削
減
し
な
け
れ
ば
、

企
業
の
存
在
が
危
な
い
の
か
？

◎
十
分
な
利
益
を
蓄
え
て
い
る
の

で
子
会
社
（Ｏ
Ｋ
Ｉ
セ
ミ
コ
ン
ダ
ク
タ
）の

人
員
削
減
の
必
要
性
は
な
い
。

人
員
削
減
回
避
の
努
力
を
し

て
い
な
い
。
◎
新
入
社
員
の
抑
制

や
の
残
業
時
間
の
抑
制
な
ど
労
働
時

間
の
短
縮
、
配
転
、
一
時
帰
休
な
ど

人
員
削
減
を
回
避
す
る
努
力
を
し
て

い
な
い
。

ＯＫＩセミコンダクタの職場を明るくする会

０
８
年
１
２
月
号

ロームのため込み利益は約８０００億円、０７年度の配当金は２７３億円

た
め
込
み
利
益
は
買
収
後
で
も

一
人
あ
た
り
３
０
０
０
万
円
を
超
え
る

０
８
年
１
０
月
、

半
導
体
製
造
会
社
の

ロ
ー
ム
社
が
豊
富
な

資
金
で
沖
の
半
導
体

部
門
を
約
８
６
０
億

円
で
買
収
し
ま
し
た
。

約
５
５
０
０
人
の

Ｏ
Ｋ
Ｉ
セ
ミ
コ
ン
ダ

ク
タ
は
資
本
金
２
０

０

億
円
で

ロ
ー

ム

（
資
本
金
８
７
０
億

円
の
１
０
％
以
上
）

で
は
税
な
ど
も
一
体

の
基
幹
会
社
（
特
定

子
会
社
）
扱
い
で
す
。

資
金
豊
富
な
ロ
ー
ム
が
買
収
し
て
１
ヶ
月
後
の
人
員
削
減
（
６
０
０
人
）
提
案

黒
字
企
業
の
身
勝
手
は
許
せ
な
い

親
会
社
で
あ
る
ロ
ー
ム
は
、
０
９
年
年
三
月
ま
で
に
、
１
０
月
に
買
収
し
た
特
定
子
会
社
（Ｏ
Ｋ

Ｉ
セ
ミ
コ
ン
ダ
ク
タ
）
従
業
員
６
０
０
０
人
の
１
０
％
、
６
０
０
人
の
人
員
削
減
を
発
表
し
ま
し
た
。

今
、
自
動
車
産
業
を
は
じ
め
と
し
て
、
景
気
後
退
を
理
由
に
し
て
、
経
営
危
機
で
も
な
い
企
業

が
、
株
主
への
配
当
は
維
持
・
拡
大
し
な
が
ら
「
派
遣
切
り
」を
は
じ
め
と
し
た
「
首
切
り
」提
案
を

し
て
、
社
会
問
題
に
な
っ
て
い
ま
す
。
ロ
ー
ム
で
は
、
純
利
益
が
１
４
０
億
円
に
減
少
す
る
か
ら
と
い

う
理
由
で
の
「首
切
り
」で
す
。
利
益
の
蓄
え
も
十
分
な
企
業
で
す
。

こ
ん
な
無
法
を
許
せ
ば
日
本
中
が
失
業
者
で
溢
れ
て
し
ま
い
ま
す
。

無法１・必要性なし

無法４・手続が不
充分

無法３・人選が不公平

無法２・回避
努力なし

おとうさん

がんばれ！！

職場新聞オアシスはOKIセミコンの職場新聞として発刊しました。東京のオアシスとして世界に誇る高尾山が身近にあることからオアシスとなずけました



年間総労働時間の比較
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八王子の年休取得状況
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是
正
額
：
億
円

Ｏ
Ｋ
Ｉ
セ
ミ
コ
ン
ダ
ク
タ
・
八
王
子
で
は

従
業
員
の
１
割
の
人
員
削
減
は
必
要
な
し

ロームとＯＫＩセミコンダクタは派遣など非正規を含む従業員の雇用を守るのが社会的責任です。ー

１
１
月
２
５
日
に
、
Ｏ
Ｋ

Ｉ
セ
ミ
コ
ン
ダ
ク
タ
が
労
働

組
合
に
示
し
た
「
合
理
化
」

案
の
内
容
は

①
事
業
構
造
改
革
と
し
て
、

満
４
５
歳
以
上
幹
部
社
員

（
非
労
組
員
）
の
早
期
退
職

の
募
集
。
一
般
社
員
は
転
進

支
援
強
化
（
希
望
退
職
募
集
）

②
０
９
年
３
月
期
決
算
を

メ
ド
に

・
出
帳
旅
費
手
当
て
の
支
給
停
止

・
時
間
外
割
増
率
を
法
定
基
準
並

に
引
き
下
げ
る
（
例

通
常
日
現

行
１
３
０
％
↓
１
２
５
％
）

▼
突
然
、
１
１
月

で
辞
め
て
く
れ
、

と
「
派
遣
切
り
」

が
始
ま
っ
た
。

▼
半
導
体
販
売
会
社
・
沖
デ
バ
イ

ス
が
解
散
。
ロ
ー
ム
と
重
複
す
る

業
務
の
整
理
・
統
合
が
始
ま
っ
た
。

▼
物
流
部
門
の
沖
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ク

ス
の
八
王
子
関
連
は
岡
山
に
本
社

が
あ
る
ロ
ー
ム
ロ
ジ
ス
テ
ッ
ク
に

業
務
が
移
管
さ
れ
た
。
そ
れ
に
伴

う
遠
距
離
異
動
も
発
生
し
て
い
る
。

▼
世
界
の
時
間
外
割
増
率
〔
通
常

日
〕
は

５
０
％
が
常
識
な

の
に
２
５
％
に
ダ
ウ
ン
と
は

情
け
な
い
。
▼
名
指
し
の
退

職
勧
奨
も
予
想
さ
れ
る
が
、

耐
え
ら
れ
る
か
心
配
だ
。

▼
ロ
ー
ム
が
倒
産
す
る
よ
う

な
経
営
状
態
で
は
な
い
の
で
「
提

案
」
を
撤
回
さ
せ
る
よ
う
な
こ
と

を
労
働
組
合
に
し
て
欲
し
い
。

▼
景
気
悪
化
に
拍
車
を
か
け
る
企

業
に
行
政
指
導
を
強
め
て
欲
し
い
。

分
社
時
の
説
明

「
労
働
契
約
は
承
継
・

不
利
益
は
な
い
」

の
約
束
を
守
れ

（０４年のデータ）

八王子

残業時間（月・２０H）を減らせば

１００人超の雇用拡大

年休を完全消化すれば

２０人超の雇用拡大

サービス残業
（タダ働き）は犯罪です

ＯＫＩセミコンダクタ（旧沖電気八

王子工場）の従業員（労組ベース・

約８００人）年間残業時間を２４０

Ｈと仮定すれば、１００人超の労働

時間になります。年間労働時間を１

８３７Ｈで計算した。・ドイツ・フ

ランスの残業時間のデータなし

０７年の調査、取得は１３・９日。

５２７人が平均９・６６日の年休の切

捨てを行っています。全員で５０９０

日分です、年間労働日２３７日で除す

ると２１人の雇用に相当します。

・０３年は８日間の特別休暇あり。

日本では、リストラの

連続と「成果主義賃金制

度」の導入などで、労働

時間管理が破綻し、「カ

ローシ」が世界語になっ

ています。労基署の指導

でやっと支払いをする企

業数が増加しています。
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賃金抑制・「使い捨て」、法人税の軽減・・・ため込んだ利益（内部留保金）は２２９兆円

職場に人間らしく働けるルールを なくそう貧困 守ろう生活 変えよう政治

減
り
続
け
る

平
均
民
間
給
与

増
え
続
け
る
大
企
業
の

内
部
留
保
金
（兆
円
）

★財務省「法人企業統計」（金融、保険除く）

大企業（資本金１０億円以上）

★国税庁「民間給与実態統計」

給与所得者数４，５４３万人（０７年度）

▼
内
部
留
保
金
＝
資
本
剰
余
金
＋

、

利
益
剰
余
金
＋
そ
の
他
引
当
金

（日本政策投資銀行資料から）

「
自
民
・
公
明
政
権

は
強
い
企
業
、
産
業

を
強
く
す
れ
ば
、
日

本
経
済
は
強
く
な
る
」

と
し
て
、
輸
出
大
企

業
を
応
援
す
る
政
策

を
進
め
て
き
ま
し
た
。

企
業
の
た
め
に
税
金

（
法
人
税
率
）
は
１

９
８
５
年
当
事
か
ら

１
３
・
３
％
下
げ
、

不
足
を
補
う
た
め
に
、

消
費
税
が
導
入
さ
れ
、

国
民
の
負
担
が
増
え

ま
し
た
。

「
規
制
緩
和
」
の
名

で
８
５
年
に
は
労
働

者
派
遣
法
が
成
立
し
、

正
社
員
が
減
り
、
ワ
ー

キ
ン
グ
プ
ア
が
急
増

し
て
、
０
７
年
に
は
、

年
間
給
与
が
２
０
０

万
円
以
下
の
民
間
労

働
者
が
全
体
の
２
２
・

３
％
・
１
０
３
２
万

人
に
な
り
ま
し
た
。

内
需
拡
大
と
安
定
し
た

雇
用
保
障
で
く
ら
し
を
守
れ

企
業
は
、
安
い
賃
金
で
労
働
者
を
働
か
せ
、

巨
額
の
収
益
を
上
げ
て
き
た
。
株
主
配
当
、

多
額
の
内
部
留
保
金
を
そ
の
ま
ま
に
、
バ
ッ

サ
リ
と
「
派
遣
・
正
社
員
き
り
」
を
す
る
事

が
、
許
さ
れ
る
の
だ
ろ
う
か
。
再
考
を
求
め

た
い
。
政
府
は
、
低
賃
金
で
「
使
い
捨
て
」

が
で
き
る
労
働
者
派
遣
法
な
ど
を
改
正
し
、

企
業
の
横
暴
か
っ
て
を
厳
し
く
規
制
す
る
必

要
が
あ
る
。
国
内
需
要
を
支
え
て
い
る
の
は
、

国
内
総
生
産
の
５
５
％
を
占
め
る
消
費
で
す
。

政
府
・
企
業
が
国
民
を
応
援
す
る
景
気
回

復
策
を
と
る
事
が
望
ま
れ
ま
す
。

景気
回復に

は

企
業
が
儲
か
れ
ば
、
働
く
人
の

生
活
も
良
く
な
る
は
嘘
だ
っ
た

国
内
で
は
賃
金
ダ
ウ
ン
で
、
車
も
売

れ
な
い

日
本
の
自
動
車
産
業
は
、
国
内

生
産
の
約
半
分
が
輸
出
で
す
。
国
内
販
売
台

数
は
１
９
９
０
年
の
７
７
７
万
台
か
ら
０
７

年
に
は
５
７
４
万
台
に
消
費
が
落
ち
ま
し
た
。
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